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研究要旨 

研究目的：平成 27 年に地域支援事業に在宅医療・介護連携推進事業が位置づけられ、地域の実情

を踏まえた PDCA サイクルに沿った事業展開が推進されているが、自治体は評価項目（指標）の設

定に困難を生じ、活用が進んでいない。本研究では、医療・介護突合レセプト及び国や自治体等が

公開する既存資料等を用いて、「在宅医療・介護連携推進事業の手引き」における PDCAサイクルの

取り組みの評価指標例等のデータを抽出し、４場面（日常の療養支援、入退院支援、急変時の対応、

看取り）ごとに整理した。自治体が地域の実情に応じた在宅医療・介護連携を評価する際に、活用

すべき重要度の高い指標を選定することを目的とした。 

研究方法：自治体と専門職の有識者にグループインタビューを行い、地域の実情に応じた在宅医療・

介護連携推進を評価する上で重要度の高い項目について検討した。インタビューに先立ち、説明会

の実施、専門職の知見を整理してインタビューに臨むための事前インタビューにより、論点整理の

フレームワークを用いてグループインタビューを実施した。 

結論：自治体が地域の実情に応じた在宅医療・介護連携を評価する際に活用すべき重要度の高い指

標について検討した結果、データを取り扱う上での留意点や、指標の定義を整理する必要性が明ら

かになった。医療および介護レセプトデータ分析による在宅医療・介護連携推進のための適切な評

価指標を設定するためには、診療報酬・介護報酬上の算定要件も踏まえ、重要な指標についての引

き続きの精査が必要であると考えられた。診療報酬・介護報酬上の算定要件も踏まえ、重要な指標

についての引き続きの精査が必要であると考えられた。具体的には、指標の実用化に向け、指標を

用いた試行評価を行い実際の状況と乖離があるかの確認や指標を使用する自治体が既存データか

ら簡便に取り扱うことが出来るかといった活用の視点を踏まえた検討を重ねる必要があると考え

られた。 
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Ａ. 研究目的 

 平成 27 年に地域支援事業に在宅医療・介護

連携推進事業が位置づけられてから、連携体制

構築や相談支援等に関する自治体による取り

組みが進められてきた。近年では、地域の実情

を踏まえた PDCA サイクルに沿った事業展開が

推進されているが、協議会の設置等、連携体制

は整いつつある一方で、PDCA を運用した事業展

開は十分に行われていない。PDCA を運用するう

えで重要な点の一つに、指標の設定が挙げられ

る。しかし、令和２年度在宅医療・介護連携推

進事業の実施状況に関する調査（令和２年度在

宅医療・介護連携推進支援事業．富士通総研）

結果では、施策を実施する際に、その効果を把

握する評価項目（指標）の設定について、「未実

施であり、特に検討していない」が、60.8％で

ある。また、令和３年度在宅医療・介護連携推

進事業の実施状況（令和３年度 在宅医療･介

護連携推進支援事業に係る調査等事業実施内

容報告書．富士通総研）結果では、目指すべき

姿の設定状況において、「４つの場面で設定し、

介護保険事業計画に記載」が 14.4％、「４つの

場面で設定し、在宅医療・介護の関係者では共

有しているが、介護保険事業計画では記載して

いない」が 13.2％、「４つの場面で設定してい

るが、自治体内の共有に留まる」が 3.4％であ

り、４つの場面を設定しているのは、31.0％に

とどまっている。指標設定においては、定量的・

定性的な地域の現状把握を基に、目標の設定、

課題の抽出・対応策の検討を行い、指標を設定

するというプロセスを要するが、多くの自治体

において指標設定に困難を生じており、活用が

進んでいない現状にある。 

本研究では、まず医療・介護突合レセプト及

び国や自治体等が公開する既存資料等を用い

て、「在宅医療・介護連携推進事業の手引き」に

おける PDCA サイクルの取り組みの評価指標例

等のデータを抽出し、４場面（日常の療養支援、

入退院支援、急変時の対応、看取り）ごとに整

理した。次に、自治体が地域の実情に応じた在

宅医療・介護連携を評価する際に、活用すべき

重要度の高い指標を選定するために、有識者を

対象としたインタビュー調査を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

有識者にグループインタビューを行い、地域

の実情に応じた在宅医療・介護連携推進を評価

する上で重要度の高い項目について検討した。 

対象者は、地域の実情に詳しい専門家として、

自治体関係者と専門職とした。自治体関係者は、

地域医療計画を策定しているなど在宅医療・介

護連携推進事業の先進的な取組みを行ってい

る自治体のうち、市町村規模を勘案して、３市

を選定し４名を対象者とした。専門職は、在宅

医療介護連携に関する有識者として在宅医と

訪問看護師の２名を対象者とした。 

インタビューに先立ち、対象者への事前説明

会と専門職への事前インタビューを行った。 

 

Ｂ．１. インタビュー調査の事前説明会 

 事前説明会は、対象者の希望に合わせた日程

で２日間設定し、1 回 1 時間、合計２回、オン

ラインにて実施した。対象者には事前に資料を

送付した。提示した資料は、「在宅医療・介護連

携推進事業の手引きＶｅｒ．３」において「３．

４つの場面を意識した PDCA サイクルの考え方

と展開例」で４場面（日常の療養支援、入退院

支援、急変時の対応、看取り）ごとに示されて

いる２つの表「PDCAサイクルに沿った取組の前

提として把握するデータ（例）」、「PDCA サイク

ルに沿った取組の計画と評価の段階において

活用できる項目（例）」を転記し、「地域包括ケ

ア見える化システム」において示されている項

目との対応関係を整理、そして研究班で検討す

る KDB集計の難易度を表にまとめて、指標と共

に指標カテゴリーを追加して示した。説明会で

は、研究事業の背景、目的、インタビュー調査

の狙い、グループインタビューの流れ、本研究

事業の最終的なイメージ、について説明した。

参考資料として配布した資料の、４つの場面ご

との指標一覧について、作成プロセスと４場面

ごとの指標について説明した。インタビュー実

施の際は、４つの場面ごとの指標一覧の中で重

要だと思う指標とその理由について、それぞれ

の立場から意見を求めたい、と協力の依頼をし

た。指標一覧やインタビューの主旨等の説明に

対する質疑応答の中では、特に専門職より豊富

な経験に基づく問題意識や意見が多かったこ

とから、専門職の知見を事前に把握し、整理し

た上でインタビューに臨む必要があると考え、

事前インタビューを実施することとした。 

 

Ｂ．２. 専門職への事前インタビュー 

 対象者は、グループインタビューの協力者で

ある在宅医と訪問看護師の２名である。対象者

には、事前インタビューの目的、意義について

説明し、同意を得たうえで都合の良い日程・方

法で実施した。事前説明会で用いた参考資料で

ある指標一覧を基に、在宅医はオンライン、訪

問看護師は電話にて、それぞれ 1 時間行った。
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内容は、メモを取り意味内容のまとまり毎に整

理した。分析結果は、内容を対象者に確認し、

了解を得てグループインタビューの配布資料

とした。 

 

Ｂ．３. 自治体と専門職の有識者グループイ

ンタビュー 

在宅医療・介護連携を評価する際に、活用す

べき重要度の高い指標の選定と、指標を活用し

た評価の考え方を整理するため、対面にてグル

ープインタビューを１回、２時間で実施した。 

「看取り」「緊急時の対応」「入退院支援」「日常

の療養支援」の 4場面ごとに、既存資料等を用

いて、「在宅医療・介護連携推進事業の手引き」

における PDCA サイクルの取り組みの評価指標

例等のデータを基に抽出・整理した指標一覧に

ついて、次の２つの視点で実施した。  

（１）活用度の高い重要な指標とその理由、 

（２）在宅医療介護連携を評価する上で、必要

だが掲載されていない指標とその理由につい

て、自治体、専門職の順に自由討論形式とした。

事前インタビューにより整理された、論点のフ

レームワークは、事前の資料として対象者に 

配布・説明し、４場面ごとに、論点に沿ってイ

ンタビューを実施した。（表２，表３） 

倫理面への配慮として、研究への協力は自由

意志であることや負担の軽減に努めることな

ど説明し、同意を得た。国立保健医療科学院研

究倫理審査委員会の承認を得て実施した。 

 

Ｃ. 研究結果 

Ｃ.１. 専門職への事前インタビュー結果 

 在宅医、訪問看護師に事前インタビューの分析

結果から、４場面（日常の療養支援、入退院支援、

急変時の対応、看取り）ごとに次の３つに論点が

整理された。 

（１）重要な指標を考える上で前提となる考え方 

（２）重要と考えられる指標１：体制整備「PDCA

サイクルに沿った取組の前提として把握するデ

ータ（例）」、指標２：連携「PDCAサイクルに沿っ

た取組の計画と評価の段階において活用できる

項目（例）」（３）指標を見るうえでの留意事項。

これらのフレームワークを用いて整理した、在宅

医と訪問看護師の事前インタビュー結果は、自治

体有識者、専門職有識者へのインタビューの事前

資料として活用するとともに、グループインタビ

ューの結果のまとめにも活用した。 

 

表１ 事前インタビュー結果のフレームワーク 

 
 

Ｃ.２. 有識者グループインタビューの結果 

自治体と専門職の有識者による４場面ごとの

重要だと考える指標は、次のように示された。 

「看取り」：体制整備の指標は、在宅療養支援診療

所・病院数、訪問診療を実施している診療所・病

院数、在宅ターミナルケアを受けた患者数、 看

取り数（死亡診断のみの場合を含む）、在宅死亡者

数、の５項目、連携の指標は、看取り介護加算、

ターミナルケア加算であった。そのほか、看取り

加算など、指標にない３項目があげられた。 

（表４） 

「緊急時の対応」：体制整備の指標は、在宅療養支

援診療所・病院数、訪問診療を実施している診療

所・病院数、24時間体制を取っている訪問看護ス

テーション数、緊急訪問看護加算、など 8項目が

あげられた。掲載されていないが必要な指標とし

て、在宅患者緊急時等カンファレンス加算、訪問

看護の夜間・早朝加算、短期入所生活介護の緊急

利用数、の３項目があげられた。（表５） 

「入退院支援」：体制整備の指標は、退院支援担当

者を配置している診療所・病院数であった。連携

の指標は、退院時共同指導料、入院時情報連携加

算、退院・退所加算、退院・退所時連携加算など

６項目であった。必要だが掲載のない指標として、

退院時共同指導加算、退院支援指導加算、再入院

がわかる指標、があげられた。（表６） 

「日常の療養支援」：体制整備の指標は、看護小規

模多機能型居宅介護事業所数、在宅療養支援診療

所・病院数、24 時間体制を取っている訪問看護ス

テーション数、訪問診療の実績回数、など 18項目

全てであった。連携の指標は、居宅療養管理指導

料（医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士、歯科

衛生士等）、看護体制強化加算、など７項目全てで

あった。必要だが掲載のない指標として、初期集

中支援事業から医療・介護サービスにつながった

者の割合、認知症対応型共同生活介護事業所数な

ど、認知症にかかわる５項目があげられた。（表７） 

 

Ｃ.３. 重要な指標を考える上で前提となる考

え方（表８、表９） 

「看取り」「緊急時の対応」「入退院支援」「日常

の療養支援」に共通している訪問看護の特徴とし

て、医療保険は請求データが把握できないため、
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報酬に反映されない、といった算定上の問題があ

り、看護活動が可視化されるような指標が必要で

あること等が専門職より問題提起された。 

自治体の意見では、「看取り」、「緊急時の対応」、

「入退院支援」においては、住民の声を把握し、

目指す姿を指標に取り入れる必要がある。「日常

の療養支援」では、地域資源の充足状況など地域

性を踏まえて見る必要性などがあげられた。 

 

Ｃ.４. 指標を見るうえでの留意事項（表 10） 

指標の取扱いにおいては、算定要件や定義の解

釈など留意点があげられた。「看取り」、「緊急時の

対応」においては、届け出と実態の乖離、「入退院

支援」は、医療保険のみで介護報酬での加算設定

がないこと、「日常の療養支援」では、訪問診療に

おける、歯科診療・薬剤指導は居住系・入所系の

種類別に把握する必要性、居宅療養管理指導料

（医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士、歯科衛

生士等）においても、専門職ごとに分けて算定状

況を見る必要性など、「算定回数」と「レセプト件

数」のどちらを取り扱うか否か整理する必要性が

示された。ターミナルケア加算は在宅・施設別の

加算があることや、自宅死には孤独死やグループ

ホームでの死亡も含まれることなど、定義の確認

や整理が必要なども留意事項としてあげられた。 

 

Ｄ. 考察   

 有識者インタビューにより、自治体が地域の実

情に応じた在宅医療・介護連携を評価する際に、

活用すべき重要度の高い指標について、自治体の

有識者、専門職の有識者、よりそれぞれ示された。

あわせて、重要な指標を考える上でのこれらは、

「厚生労働省老健局老人保健課．令和２年度在宅

医療介護連携推進支援事業 都道府県担当者会

議（令和 2年 9月 13日）在宅医療・介護連携推進

事業について」示されている指標と一致する項目

が多かったが、KDB での集計が不可・要検討の指

標もあり、既存データの活用における難易度につ

いて、自治体が容易に活用できるか否か、実用可

能性について精査する必要がある。 

また、「看取り」や「緊急時の対応」では、自宅

死の解釈、ターミナルケア加算の解釈、在宅にど

こまで含めるか、数でみるか割合で見るか、など

指標の定義を整理する必要性も指摘されている。

診療報酬・介護報酬における加算のうち、体制加

算は届け出のみのため、必ずしも活動実態を反映

しているとは言えず、在宅医療・介護連携推進に

資する評価となりうるか否か、報酬算定上の定義

と指標の解釈について検討する必要がある。 

そして、重要な指標を考える上での考え方、指

標を見る上での留意事項の課題として、訪問看護

の医療保険での提供が紙ベースでの請求してい

る現状においては、医療ニーズの高い疾患や状態

像における看護活動が反映されない、といった問

題がある。 

「在宅医療・介護連携推進事業の手引き」で示

されている４場面ごとの指標を検討するとき、医

療ニーズの高い、「看取り」「緊急時の対応」「入退

院支援」の場面においては、既存データには反映

されない、訪問看護による活動や支援の実態をモ

ニタリング・評価する方法についても工夫や検討

が必要である。これから高齢化が加速し、緊急時

や看取りのニーズが高まる中、地域の提供体制や

社会資源の充足度、ACP など住民の理解や価値観

も大きく影響する。「日常の療養支援」を把握する

指標を検討する上では、前提条件として、地域性

を踏まえた上で、指標を取り扱う必要がある。 

自治体が、4 つの場面で在宅医療・介護連携推

進事業を実施する際の効果を把握する評価項目

を設定し、実行できるようになるためには、指標

をさらに絞り込み、地域の実情を反映するための

方策をモデルとして提示することも検討する必

要があると考える。 

自治体の取り組みを促進するための重要度の

高い指標の選定には更なる検証を重ねる必要が

あると考えられた。 

 

Ｅ. 結論 

自治体が地域の実情に応じた在宅医療・介護連

携を評価する際に活用すべき重要度の高い指標

について検討した結果、重要な指標を扱う際には、

場所別や専門職別など、データを取り扱う上での

留意点や、指標の定義を整理する必要性が明らか

になった。 

 医療および介護レセプトデータ分析による

在宅医療・介護連携推進のための適切な評価

指標を設定するには、診療報酬・介護報酬上の

算定要件も踏まえ、重要な指標についての引き

続きの精査が必要であると考えられた。 

具体的には、指標の実用化に向け、指標を用

いた試行評価を行い実際の状況と乖離があるか

の確認や指標を使用する自治体が既存データか

ら簡便に取り扱うことが出来るかといった活用

の視点を踏まえた検討を重ねる必要があると考

えられた。 

 

Ｆ. 健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

１.論文発表 
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なし 

 

２．学会発表 

なし 

 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 
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表４ 重要だと考える指標「看取り」   

 
 

表５ 重要だと考える指標「急変時の対応」 

 
表６ 重要だと考える指標「入退院支援」   
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表７ 重要と考える指標「日常の療養支援」 
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表８ 重要な指標を考える上で前提となる考え方【専門職】 

 
表９ 重要な指標を考える上で前提となる考え方【自治体】 

 
表 10  指標を見るうえでの留意事項 
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参考資料１ 有識者インタビュー結果（専門職：在宅医、訪問看護師） 
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参考資料２ 有識者インタビュー結果（自治体） 

 




